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＜あらまし＞ 学校広報の導入的取り組みとして重要な信頼形成段階の日常的広報と対比

するものとして，本論は説得・協働段階における戦略的広報を概念的に整理する．特に学

校経営とのマッチングを図るために企画性を向上させること，学校に対する愛着やこだわ

りを形成するために，多様な立場からの参画を得ること，クロスメディアと統合型情報リ

ソース管理を前提とした情報再編集・要約機能を整備することなどを指摘した． 
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1. 学校広報の背景 

我が国における学校広報は社会一般で用

いられる広報の延長として捉えられ，長らく

教育独自の定義はなされてこなかった．しか

し，学校評価の制度化に伴って関係者に対す

る積極的な情報提供が明文化されたことで，

学校広報に関する認識も急速に広まりつつあ

る．学校広報は「学校と学校関係者との間で

十分理解し合い，友好的な協力関係を築くた

めに行う活動」であり(豊福 2008)，そのプロ

セスには体系化と計画性が求められる． 

学校広報には表 1 の通り 4 つの段階(Lv.1

認知・Lv.2 信頼・Lv.3 説得・Lv.4 協働があ

るが，多くの学校にとって最初に取り組むべ

き段階はLv. 2信頼形成段階であることから，

「学校関係者間の信頼形成を目的とした学校

広報ガイド」を作成・公表した(豊福 2009a)． 

Lv.2 信頼形成段階の学校広報では，①学校

サイトなどのオープンなメディアを用い，②

日常的かつ高頻度に，③断片的な活動情報す

なわち「地味でベタな情報」を地道に記録し

続けること，の 3 点が特に強調されるため，

時間と手間のかかる従来のホームページ編集

よりは，むしろシステマティックかつ省力的

な CMS(Content Management System)へ移

行が妥当であること等を述べた．しかし，Lv.3

以上の段階については十分な検討がなされて

いなかった． 

そこで本論では，豊福(2009b)の知見とあわ

せ，学校評価に伴う情報提供を前提とした

Lv.3 説得段階と，地域運営学校における意思

決定への関係者参画を前提とした Lv.4 協働

段階に位置付けられる戦略的学校広報の概念

を整理・考察するものである． 

 

表 1 学校広報の目的段階と特徴 

 

2. 戦略的広報の定義 

まず，戦略的広報の定義に関して，学校広

報における Lv.2 信頼形成段階と Lv.3 説得段

階，Lv.4 協働段階との目的の違いから述べる． 

そもそも従前の学校広報に対するとらえ

は慣習的・局所的・限定的であったことから，

Lv.2 の信頼形成段階では，日常的な広報活動

を徹底することで，広報対象であるステーク

ホルダ(stakeholder)の不安や不信の解消と

あわせて，具体的な学校生活の実態を広く認

識してもらうことに重点があった． 

これに対し Lv.3 以上の段階では日常的広

報を学校経営課題として束ね，体系化と計画

策定が必要になることから，これを戦略的広

報として区別する． 

目　　　的 特徴 メディア

Lv.4 協働
学校運営の意思決定や
教育活動への参画

参加・参画

Lv.3 説得
学校に対する愛着形成

学校運営方針・成果の説得
要約・再編集
フィードバック

Lv.2 信頼 関係者との信頼関係形成 日常的 高頻度メディア

Lv.1 認知 学校に対する関心喚起 局所的 低頻度メディア

戦略的

広報段階



日本教育工学会研究報告集 JSET10-1 pp.379-382 

具体的に述べると Lv.3 説得段階の最も大

きな課題は，学校評価，特に学校関係者評価

や外部アンケート実施におけるステークホル

ダの意識喚起にある．学校の組織改善を目的

として正確な評価と建設的な意見を聴取する

には，①評価者側の動機付けを高めるために

学校に対する魅力や愛着を形成することとと

もに，②学校の現状や課題を整理して構造的

に示す必要がある． 

さらに Lv.4 協働段階では，学校運営の意思

決定と教育活動への参画が求められるため，

ステークホルダと学校との間の情報共有と双

方向性を確保する必要がある． 

 

2.1. 戦略的広報におけるステークホルダ 

 学校広報対象としてのステークホルダは学

校側が認識可能な顕在的ステークホルダと具

体的には認識不可能な潜在的ステークホルダ

に分けられる．Lv.2 信頼形成段階では保護

者・児童生徒に限定しがちな対象を潜在的ス

テークホルダにまで拡大して認識する事に重

点が置かれた． 

 Lv.3 以上の戦略的広報では，Lv.2 までの情

報提供中心の広報に加え，顕在的ステークホ

ルダに対する説得・意見聴取・意思決定など

双方向の関係が要求される．具体的な対面イ

ベントや意見をフィードバックするための方

法については後ほど述べる． 

 

2.2. 戦略的広報の方法体系 

Lv.2 日常的広報では学校ウェブサイトの

機能に焦点付けた活動を主に紹介したが，戦

略的広報では学校経営方針から導かれる学校

広報計画の策定を前提とするため，従前の広

報手段やその関連領域をすべて体系に取り込

む事を意図している． 

図 1 は方法体系例である．体系化のメリッ

トは①目的に応じたメディア選択を合理的に

行えるようになること，②方法手段を検討・

運用する際にヌケがなくなること，③複数メ

ディアの連携が意識化されることである．例

えば，一般的に紙媒体の「学校だより」と学

校ウェブサイトは個別に企画運用されること

が多く，紙面を PDF 化してサイトに掲載す

る事がせいぜいであった．方法体系があれば，

1 つのコンテンツに対して複数のメディアア

ウトプットを想定できるので，より柔軟で効

果的な運用が構想可能になるだろう．  

また，方法体系を想定して統合型情報リソー

ス管理(豊福 2009b)を進めることで，将来的

にはメディア依存的な重複業務を大幅に圧縮

することが可能になると思われる． 

 

 

図 1 戦略的学校広報の方法体系例 

 

2.3. 戦略的広報の計画立案 

図 1 に示すように，戦略的広報における学

校広報計画は期初の学校経営方針との関連付

けによって策定される． 

ごく簡単に説明すれば，年間計画に組み込

まれる学校行事，新入生・新学年のための保

護者説明会をはじめとしたイベント，そして

学校評価の PDCA サイクルに基づいた各種

調査・委員会の開催日程等をもとに効果的な

メディアを割付けていくことである． 

 

 

図 2 学校広報計画の例 

 

 図 2 は学校評価のプロセスを縦軸にとり，

重要な評価委員会をマイルストーンとして置
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いて，学校だより，ホームページ，学年だよ

り等で伝えるべき事項を整理している例であ

る． 

 

3. 戦略的広報の要素 

 それでは戦略的広報を特徴付ける要素とは

どのようなものであろうか．以下 6 点につい

て述べる．なお，戦略的広報に関する研究は

豊福(2009b)でその一部を紹介しているが，現

時点では試行段階にあるため，あくまで以下

はすべて仮の提案である事を断っておきたい． 

 

3.1. 多様な立場からの広報参画 

 多様な立場からの広報参画は Lv.2 信頼形

成段階の日常的広報にも一部含まれる．高頻

度な広報を実現するには，広報担当者だけで

は無理が生じるからである． 

 Lv.2 と戦略的広報との大きな違いは，学校

経営方針との関わりが明確であることから，

組織として学校活動をどのように伝えるかと

いう視点が常に求められることにある．すな

わち，①学校管理職の積極的関与を必須とし

て，その他にも学校活動の説明に際して全体

をおおむねカバー可能な②複数教職員の参加

が必要である．例えば，それには各学年・専

科担当の他に，事務職・保健養護教諭・栄養

士・学校司書などが含まれる． 

 さらに戦略的広報では，教職員以外の存在

にも注目する必要が生じる．目的において示

したように，学校に対する愛着やこだわりを

形成するには，教職員の視点のみでは不足す

るからである． 

 1995～2002 年ごろまでは総合的な学習の

時間を使って学校サイトのコンテンツを充実

させるケースがみられたものの，この数年は

こういった取り組みは減少傾向にある． 

 一方で，豊福ほか(2009)による学校子ども

ブログ活動を通じた児童生徒の参加と併せて，

保護者がコメント投稿に参加したり，あるい

は宮内(2007)の実践例にあるように，保護者

が独立した地域ブログを形成して学校の教育

活動を側面から支援する形態が散見されるよ

うになった．いずれも，学校ウェブサイトを

中心として，ブログや CMS を活用すること

で実現した広報への参画形態である． 

 従前の紙媒体では，例えば PTA 広報誌の運

営や位置付けの曖昧さから問題が生じるケー

スが報告される一方で，気軽にかつ迅速に広

報活動が可能になることで，学校本体の広報

活動との距離が短くなり，連携も容易になる

ものと考えられる． 

 

3.2. 学校個性と社会関係資本の蓄積 

 戦略的広報では，関係者の学校に対する愛

着やこだわりを形成することが重要であるが，

その具体的な中身に当たるものが学校個性と

社会関係資本(Social Capital)である． 

 学校個性とは，他学校との差別化であり，

校風や沿革，学校独自の活動・教材・資料，

地域情報や学校支援団体といった要素までが

含まれる．また，社会関係資本は Lv.2 で焦点

化された信頼関係に加え，学校を拠点として

展開される協働活動がすべて含まれる． 

 特に社会関係資本に関して言えば，資本と

言いながら積極的に維持活動に努めなければ

失われてしまう，いわば「腐る貨幣」として

の側面があるので，価値を維持するための広

報は重要である． 

 例えば，地域運営学校における学校運営協

議会等の会議や保護者・地域が参加する行事

について詳細の記録記事を掲載することは，

単に事実の記録のみならず，ステークホルダ

全体に対して社会関係資本の価値付けと定着

を行う意義があると言える． 

 

3.3. 情報再編集・要約機能 

 戦略的広報においては，Lv.2 の日常的広報

活動で蓄積される膨大な情報を，目的に応じ

て自動的に再編集・要約する機能が必要であ

る．これについては豊福(2009b)が CMS を前

提としたシステムとして詳しく述べているの

で，本論では割愛する． 

 

3.4. クロスメディアと 

   統合型情報リソース管理 

 統合型情報リソース管理は先述した情報再

編集・要約機能と共に豊福(2009b)が説明した．

1 つのコンテンツを複数のメディアに対して



日本教育工学会研究報告集 JSET10-1 pp.379-382 

整形・出力可能にすることで，個別のメディ

アで発生する重複業務を省くものであるが，

一方で広報対象のステークホルダに対しても

大きなメリットがあると思われる． 

 例えば，日本国内で普及した緊急告知用の

携帯電話メールサービスと同様のサービスが

米国にも存在するが，全ての保護者が携帯電

話のショートメッセージサービスを利用でき

る訳ではないことから，要望によっては電子

メール・ファックス・ボイスメール等に自在

に切り替え設定が可能である．家庭により情

報環境が大幅に異なる場合や，特定の年齢層

に絞り込んだ広報活動を展開する場合には，

ステークホルダのニーズに沿った広報活動の

展開が将来的に期待できる． 

 

3.5. 情報共有と双方向性の確保 

学校広報の定義に照らせば，広報活動はス

テークホルダに対する一方向的情報提供とい

うよりは，むしろ相互理解と協力関係を構築

するための説得性や対話性が求められている

といえる． 

例えば，学校評価プロセスの中で学校側の

負担が大きいのは外部アンケートの設計・調

査実施・分析・考察・公表である．Lv.3 説得

段階では，これらに加えて調査目的と項目に

沿った根拠資料の組み立てを行う必要もある．

いずれも社会調査のノウハウを要する作業だ

が，これら一連の作業を学校広報活動の一環

として位置付けることで体系的に相互の関連

がつかみやすくなり，円滑にスケジュールを

運用できるようになる． 

 

3.6. 対面イベントの重視 

慣習的に学校で実施されるイベントは数

多いが，学校側の意図通りに参加・出席が得

られることは少なく，対策に苦慮するケース

もままみられる．特に新入学保護者向けの説

明会や，年度最初の保護者会は関心が高く出

席も多い重要なイベントであり，学校側にと

っては，この機会を逃すと保護者に対して十

分な説明を行うチャンスがないと言う事も考

えられる． 

このような場合の事前告知を含め，対面イ

ベントを十分に機能させるための広報活動が

必要なことは言うまでもない． 

 

4. 戦略的広報の展望 

先に述べたように，戦略的広報は学校評価

制度や地域運営学校との関連性が強いため，

実際の事例を通じてその有効性の確認と知見

の収集を行うべく研究を進めている． 

発表時には 2009 年 4 月から進めてきた研

究事例について，その後の経過についても簡

単に触れることとしたい． 
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